
今、何をすべきか
健康の社会的決定要因への対策が急務

PwCのHealth Research Institute報告書

www.pwc.com/jp



目次

問題の核心とは 3

私たちはなぜ、もっと健康になれないのか？ 健康の社会的決定要因への対応の現状 5

健康の社会的決定要因対策を始めるには：大胆な行動のための5ステップ 11

行動が求められている：健康の社会的決定要因対策を効果的に進めるための推奨事項 27

危機意識を持つ 29

文末注 30

謝辞 32

2  |  健康の社会的決定要因への対策が急務



問題の核心とは

医療の近代化、テクノロジーの驚異的な発展、各方面での取り組みが功を奏し、
人々の寿命は延び、生活の質も向上しています。しかしその一方で、せっかくの新
しい治療法の効果も帳消しになってしまうような強い逆の力が作用しています。健
康の社会的決定要因をめぐる課題がそれです。健康の社会的決定要因には、雇用、
住宅、収入格差、清潔な水・教育・交通へアクセス水準などがあり、こうした問
題はしばしば見過ごされがちですが、適切に考慮しなければ医療システムの発展を
阻害し、場合によっては無力化さえし得る深刻な問題になります。人々が社会的孤
立、収入格差、栄養不良、公害に苦しんでいる状況では、最新の医療介入も十分
な効果を発揮できません。医療のベストプラクティスを適用しようにも、社会的要因
がそれを阻害することもあります。そのため多くの保健医療制度は、いまだに最適
な相互作用点での介入を実現できず、病気になって初めてソリューションを提供する
という危機対応型の方法に偏っているのが現状です。

3  |  健康の社会的決定要因への対策が急務



各国の保健医療支出は年々増加し、現在、世界で約8兆4,000
億米ドルが保健医療に支出されています1。ここ数十年の間に
平均寿命は延び続け、健康アウトカムも向上し続けている一方
で、現代型の健康危機が浮上しています。その代表的なものが
肥満率の上昇です2。OECD（経済協力開発機構）の予測では、
2025年までに肥満または過体重の人の割合が、多くの国で人口
全体の68％を超えると見られています3。

病気の根本的原因が貧困、飢餓、失業などの社会的要因に
あるとしても、それらを是正することに比べれば、病気そのもの
を治療する方が実現可能性の高い施策であるように見えるかも
しれません。しかし人々の行動や住環境・労働環境からくる疾
病の増加は、貧困国、富裕国を問わず、官民の財政を圧迫する
おそれがあります。また、社会的要因の改善に向けた投資のリ
ターンが数値化できるということも、重要な点です。PwCの調
査研究の結果、社会的要因を対象とした新しい施策への投資に
ついて、その成果やリターンの定量的把握が可能であることが明
らかになりました。英国では、関係機関が連携して住宅問題に
取り組んだ結果、医療制度のコストが減少するとともに、外傷
で救急搬送される住民、養護施設に転居する住民が減少しまし
た。米国では、高齢者に栄養バランスのいい食事を配布してい
るNPOが、その活動によって高齢者が健康の危機的状況を回避
している経緯を明らかにしました。またオーストラリアでは、モ
デルを用いて計算したところ、ウェスタンシドニー地域で14年間
に1億2,430万豪ドルを投資して糖尿病予防活動を展開すれば、
住民全体の健康状態が改善するだけでなく、5億7,800万豪ドル
の財政的メリットが得られることが分かりました4。

何もしなかった場合でも、不作為によるコストからは逃れられ
ません。政府、支払者、地域社会の全てが、より高い費用対効
果を求めるようになっているため、将来のことを考えるならば、
リーダーは健康の社会的決定要因の改善機会を確実にとらえ、
医療制度を正しく修正して、全ての人によりよいアウトカムを提
供することが必要になるでしょう。2019年6月、PwCのHealth 
Research Institute （HRI）は世界の8カ所で8,000人を対象に
調査を行い、合わせて保健医療機関や企業のリーダーへのイ
ンタビュー、ケーススタディ分析も20件以上実施して、社会的
決定要因を考慮した保健医療戦略の開始と成功に不可欠な5ス
テップを策定しました。

雇用者、製薬会社、病院、保険会社など、医療エコシステム
に関わる全ての関係機関が連携し、全体としての意志を統一し、
足並みをそろえて協力できる枠組みを構築することが求められ
ています。また、データ分析を活用すれば、地域住民の真の健
康にたどりつく具体的な方法を明確に知ることも可能です。さら
に住民の希望を尊重し、プログラムに反映することによって、住
民の働き方や暮らし方の実態に基づいた設計も可能になります。
またプログラムを設計してからも、エビデンスに基づいて緻密に
調整を続け、社会的決定要因が健康に及ぼす影響を改善し続け
ることが必要です。こうした取り組みは、もはや選択肢のひとつ
ではありません。全ての関係機関がこのリスクに対処しなけれ
ば、やがて増大する疾病率に社会が飲み込まれてしまうことに
なるでしょう。

68%
OECDの予測では、2025
年までに肥満または過体重
の人の割合が、多くの国で
人口全体の68％を超える
と見られています。
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私たちはなぜ、 
もっと健康になれないのか？
健康の社会的決定要因への対応の現状

世界はますます豊かになっています。世界銀行によると、極度の貧困状態で暮
らす人の数は、1990年に比べると約11億人も減っています5。しかし国が豊かに
なればそれに応じて国民が健康になるかと言えば、必ずしもそうではありません。
OECD加盟国の保健医療支出は、1990年から2010年の間に2倍近くに増えていま
す6。世界中で今も、人々は病気にかかっています。がん、糖尿病、心血管疾患といっ
た慢性疾患の罹患率は2000年以降、2016年まで毎年上昇しています7。とりわけ
過体重または肥満とされた人の割合が多い国では、他の国以上に明らかな公衆衛
生上の脅威が迫っています。OECD加盟国全体では、過体重・肥満とされた人の割
合が2014年から2017年までの間に53.9％から65.2％へ、10％ポイント以上も上昇
しています（図表1参照）。肥満が蔓延すれば、がん、糖尿病、心血管疾患などさ
まざまな慢性疾患も増加します9。
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図表1：過体重または肥満の人の割合の推移（2005年～ 2017年、OECD加盟国平均）

2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

 過体重または肥満の人の割合

注：過体重または肥満の人の割合は、データ入手が可能なOECD加盟国の平均
出典：OECD Health Statistics 2017をもとに、PwC Health Research Instituteが分析
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世界有数の先進国である日本と米国について、健康への
投資とアウトカムを比較した結果を見ると、支出額よりも行
動や環境といった要因の方が、健康に及ぼす影響が大きい
と考えられます10。2016年の米国の保健医療費はGDPの
17％であり、65歳以上の人口の割合が米国より大幅に高い
日本でも、わずか11％足らずでした11。一方、米国は居住
者の66％が過体重とされていますが、これに対して日本で
は人口の4分の1に過ぎません。また人口1人当たりの砂糖の
消費量は、米国は日本の約2倍です（図表2参照）12。

図表2：健康および経済に関する4項目の日米比較

n 日本　n 米国

出典：Global Burden of Diseaseの2016年のデータをもとに、PwC Health Research Instituteが分析。世界銀行データ（2017年）。マルメ大学による1人当たり砂糖
消費量データ（2012年）

27% 26%

1711%

15% 66%

3317%

全人口に占める65歳以上人口の割合（％） 全成人人口に占める過体重の人の割合（％）

現在の保健医療費（対GDP比、％） 1人当たりの砂糖消費量（kg）
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各国はすでに保健医療への投資を始めていますが、社会に変
化を起こし、人々が慢性疾患になりにくい生活習慣を身に付け
るまでには至っていません。例として1990年から2010年までの
OECD加盟国の状況を見ると、喫煙率は31％低下したものの、
飲酒率の低下は8％にとどまり、また毎日野菜を食べる人の割
合は2％上昇したに過ぎません（図表3参照）13。また、PwC 
HRIが2019年に消費者を対象に行った健康の社会的決定要因
に関するグローバル調査では、43％の回答者が「自分の健康に
影響を及ぼす行動、社会的要因、経済的要因について最も大き
な責任があるのは自分自身である」と答えており、消費者は自
身の健康について、ある程度は自己責任だと考えているようです。
しかし、だからと言って健康のために何かしているわけではなく、
また何をすべきかが分からないという人もいました。

図表3：OECD加盟国における主要な余命決定要因の変化（1990年～ 2010年）

注： PM2.5＝直径2.5マイクロメートル未満の微粒子物質
出典： OECD「Health at a Glance 2017」第2章：https://www.oecd-ilibrary.org/social-issues-migration-health/health-at-a-glance-2017_health_glance-2017-en

変化率（%）

保健医療支出（購買力平価で米ドル換算した1人当たりの支出）

教育（中等以上の教育を受けた人の割合、％）

所得（購買力平価で米ドル換算した1人当たりGDP）

失業率（長期間の失業、％）

健康な食生活（毎日野菜を食べる人の割合、％）

アルコール（純アルコール換算した1人当たりの量、リットル）

自己負担率（保健医療支出に占める割合、％）

大気汚染（PM2.5にさらされる人口の割合、％）
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社会的決定要因には雇用形態、所得水準、学歴、環境の汚染
レベル、近隣の犯罪率などさまざまなものがありますが、これら
全てが人々の日常生活に影響を及ぼし、行動の選択を左右してい
ます（図表4参照）14。PwC HRIの2019年のグローバル消費者
調査によると、回答者の5人に1人が、健康的な生活をするだけ
の経済的余裕がないと答えています。また健康にいい活動をする
時間がないと答えた人も、同程度いました。医療サービスは健康
な生活に不可欠なものですが、しかし地域住民の健康に対する医
療サービスの貢献度はわずか20％であり、残りの80％は健康に
関連した行動、物理的環境、社会経済的条件などに起因している
ことが明らかになっています15。

図表4：健康の社会的決定要因

出典：Healthy People 2020、Social determinants of health、Overview

飢餓 医療への 
アクセス

言語リテラシー

住宅 交通 教育

収入・仕事 孤立 環境・安全
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現代を生きる私たちは、たくさんの電子機器に囲まれ、常に
ネットワークにつながっています。こうした環境では、脳の状態
を良好に保つことが、健康な生活への扉を開くカギになるかも
しれません。十分な睡眠がとれない、スマートフォンが気になっ
て集中できない、意欲がわかない、うつや不安などメンタルの
問題に悩まされている、という訴えが回答者から寄せられていま
す。こうした状態は全て、健康にいい決定を促す心理状態に逆
行するものです。PwC HRIの2019年の調査では、35％の回答
者が、健康な生活を阻害する最大の要因は睡眠不足だと答えま
した。また4分の1以上の回答者が、テクノロジーに費やす時間
が長すぎるため健康的な習慣を実行できないと答えました（図
表5参照）。睡眠不足の背景には、複数の仕事をしている、家族
の世話をしている、適切な住宅が確保できていない、ストレスを
抱えているなど、さまざまな社会的要因があります。

自分自身の健康状態が悪い、あるいは非常に悪いと答えた人
のうち22％が、健康な生活が送れないのはうつなど心の健康に
問題があるからだと述べています。こうした不安定な心理状態
にある人が、健康を阻害する問題を解決し、健康的な活動に意
欲的に取り組めるようになるためには、どんなプログラムやキャ
ンペーンが役立つかを検討する必要があります。

現代は医学が発達し、ひと世代前には不治の病とされていた
病気にも新しい治療法が発見されていますが、保健医療を改善
する最も効率的な方法は、疾病の根本的な原因に注目すること
ではないでしょうか。なぜ人々は病気になるのでしょう。なぜ人々
は、自らの健康を損なうような行動をとるのでしょうか。そうし
た行動には、どんな社会的・環境的要因が影響しているのでしょ
うか。確かに、どこかの機関が単独で、あるいは複数であっても、

例えば所得格差のような極めて困難な課題に挑戦したところで、
解決は不可能に見えるかもしれません。しかし所得格差の大き
い国は、糖尿病の罹患率が高いということも現実です16。これま
でのやり方が変えられないのは、既存のビジネスモデル、インセ
ンティブ、バリューチェーンが障壁になっているからかもしれませ
ん。PwCが調査・研究を行い、産業界のリーダーから話を聞い
た結果、対応の緊急性を裏付けるデータが現に存在し、どこに
どのような介入を行うべきかを示すデータがあり、また既存の技
術にデータを活用すれば、対策を強化できることも明らかになり
ました。

22%
自分自身の健康状態が悪い、あるいは非常に悪いと答え
た人のうち22％が、健康な生活が送れないのはうつなど
心の健康に問題があるからだと述べています

図表5：健康な生活を送れない最大の原因は睡眠不足

健康な生活（食生活、運動など）に影響を及ぼす次のような問題が、日常的にありますか？　それはどれですか？

もっと健康になりたいという意欲がない

テクノロジー（スマートフォン、SNSなど）を
使う時間が長すぎる

夜、十分に（7～ 9時間）眠れない 35%

心の健康に問題（うつ、不安など）がある 19%

健康な生活を送るため（健康によいものを食べる、フィッ
トネスジムの会員になるなど）の経済的な余裕がない

健康改善のための時間がない

20%

20%

22%

26%

出典：PwC Health Research Instituteによるグローバル消費者調査（2019年6月）
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健康の社会的決定要因の問題に取り組むには、既存の保健医療システムやその
運営方法をいったん忘れ、全く異なるアプローチで対応する必要があると思われま
す。しかし多くの関係機関が、必要な経験やインフラを持たず、協力者も見つけら
れていません。そこでPwC HRIでは、取り組みを成功させるにはどのようなしくみ
を構築するべきかを理解するため、世界各地の事例を分析し、取り組み開始に向け
た5ステップを設定しました（図表6参照）。

健康の社会的決定要因対策を
始めるには
大胆な行動のための5ステップ
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図表6：健康の社会的決定要因改善に向けた行動のための5ステップ

出典：PwC

ステップ1
全体の意志を
統一する

ステップ2
指針として全
参 加 機 関が
採用できるフ
レームワーク
を作成する

ステップ3
データから知見を抽
出し、意思決定に
生かす

ステップ4
地域コミュニ
ティとの関わり
を深め、実情
を反映する

ステップ5
成果を測定し、
再展開する

ステップ１．全体の意志を統一する
コストが正しく把握できれば、当事者意識と責任が明確にな
ります。

ひとつの機関や企業が単独で疾病の根本原因を解決すること
はできません。にもかかわらず、多くの関係者がこの問題に全く
関わろうとしていないようです。PwC HRIの2019年グローバル
消費者調査では、健康に影響を及ぼす社会的要因、経済的要因、
行動要因、環境要因について医療関係者と話をしたことがある
かという質問に対し、3分の１以上の回答者が全くないと答えま
した。また、これらについて医師と話したことがあると答えた人
が43％いたものの、薬剤師、療法士、看護師など医師以外の
医療専門家とこの問題を話したことがある人は、はるかに少数
でした。このように大きな差があるということは、そこに大きな
機会が存在するということです。医療システムで働く全関係者に
働きかけることによって、健康の社会的決定要因に関する対話を
増やせる可能性があります。

健康の社会的決定要因には、全ての関係者が連携して取り組
むことが必要です。そのためには、これまでより広い役割を担わ
なければならない関係者も出てくるでしょう。リーダーは、これ
から参加する協力者の役割が全体の目標に一致したものであり、
有意義な貢献であるということを、何らかの方法でその協力者
に示さなければなりません。また、適切な連携体制を整えるため、
既存の関係や業界の枠を超えて、地域社会グループ、政府機関、
大学、小売店、テクノロジー企業、その他貢献できる可能性の
ある新しいパートナーがいないか、広い視野で検討する必要が
あります（図表7参照）。

このとき政府は、座長の役割を担うことができます。例えば、
取り組みを先導するために、目標を義務化する、政策で行動を
後押しする、資金を提供する、優遇措置を設けるといった施策
が考えられます。また医療システム全体や社会のコストを明確
に示すことも、関係者の意欲向上に役立ちます。メキシコでは、
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図表7：健康の社会的決定要因対策には、セクター内外の協力が必須

協力体制を成功させるために必要なこと
• 目の前の問題を解決したいという、共通の動機があること

• 相互補完的な能力、スキル、リソースを持っていること

• 変革に向けた中心的な考え方が一致していること

•  何をもって成功とするかのビジョンと、 
その測定方法が共有されていること

• 信頼関係に基づく強固な基盤があること

• 役割とアカウンタビリティが明確であること

プロバイダー 支払者

医薬品＆ライフ 
サイエンス企業

政府

電気通信企業雇用者

研究機関 
・政策集団

地域団体

出典：PwC

過体重や肥満から生じる直接的な医療費が2000年から2008年
の間に61％増加するという試算がエビデンスとともに示されたこ
とを機に、2010年に肥満を減らすためのNational Agreement 
for Nutrition and Healthが始まりました。このプログラムは5つ
の企業グループと、保健省を含む15の連邦政府機関が連携して
取り組み、学齢期の子どもたちを中心に展開されました17。

別の事例では、企業が仕切り役を務めたケースもあります。
米国では、ヘルステックのスタートアップHealthifyが健康の社会
的決定要因に取り組む保健医療機関のパートナー探しを支援し、
調整を行いました。またHealthifyは先日、Landmark Healthと
のコラボレーションを発表し、複雑な慢性疾患を抱える患者を治
療、行動介入、社会的ケア、緩和ケアにつなぐサービスも開始
することになりました18。雇用者もこれまでの手法を変える必要
があることを認識し、より積極的に対応しようとする企業も出て
きました19。

健康保険提供者にとって、健康の社会的決定要因への対応は
最重要な責務ではありませんが、ドイツの大手保険組合、AOK 
HessenのManagement Board代表、Isabella Erb-Herrmann
氏は、PwC HRIとのインタビューの中で「健康保険提供者に
も一般的な社会的責任というものがあります」と述べています。
ドイツでは、健康の社会的決定要因の重要な要素である健康
リテラシーの向上に向けて、関係機関がNational Action Plan 
Health Literacy for Germanyという取り組みを開始しました20。
この活動を推進していくには全関係者が共有できる共通目標が
必要であり、目標を設定することによって「いずれかの関係者が
単独で達成できるものではなく、セクターを超えた協力が不可欠
だということを、全ての関係者に理解してもらう必要があります」
とErb-Herrmann氏は述べています。彼はさらに、根拠が明白
で議論の余地のない事実や数値を示すことによって、関係者の
参加者意識が高まると付け加えました。
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健康の社会的決定要因に集中的に取り組むことによって、制
度全体に大きな節約効果がもたらされますが、それが実現する
までには数年、あるいは選挙周期を2期、3期、4期と待たなけ
ればならない場合もあります。そのため、ともすると選挙での敗
北を恐れ、消極的な対策に陥りがちです。これに対応するには、
エビデンスをもとに広く公共キャンペーンを展開することです。そ
うすれば地域社会の同意が得られ、先行投資に伴う政治的リス
クがいくらか低減できるでしょう。またメディアがこの問題に注目
し、集団の属性ごとに健康状態が大きく異なることを報道すれ
ば、政府の対策を求める圧力も高まるでしょう。その他、ソーシャ
ルインパクトボンドなど新たな資金調達のしくみを活用すれば、
政府だけでなく民間のステークホルダーにもリスクを分散するこ
とができます。政府と民間（医療・社会サービスセクター）が
足並みをそろえて投資することによって、全関係者の資金を最大
限に活用でき、全ての人に恩恵がいきわたることになります。

健康の社会的決定要因対策を開始したものの、最初の試験的
段階の規模以上に拡大されないケースもよく見られます。その原
因は、リスクを負担したステークホルダーに対して、短期的・長
期的価値を数値で示すのが難しいという点にあります。この点に
ついては、共通のフレームワークを開発し、データ分析を活用す
れば、費用対効果算出のためのエビデンスを得るためのインフ
ラとして利用できます。

Singapore Health Promotion Board（シンガポール）

目標：若者の喫煙率を低下させる。

結果：対象層の喫煙率が30％ポイント低下した。

ここから得られる主な知見：対象層の注目を集められるパートナーは誰なのかを、柔軟に考
えるべきである。

Singapore Health Promotion Board（HPB）は2011年、喫煙をしている健康リスクの高い若
者を対象とした教育プログラムを実施しました。しかし、政府からのトップダウンの指示が未成年
の若者に簡単に受け入れられるとは考えられないため、外部との協力体制を構築することが必要
でした。HPBのSenior Deputy Director、Vasuki Utravathy氏はPwC HRIとのインタビューの中
で「喫煙を制限する政策が予防に貢献する面もありますが、一方で、若者が喫煙の習慣を身に付
けてしまうきっかけの多くは、仲間からのプレッシャーであることも分かっていましたので、学校と
は別の場所で、多くの未成年と接点が持てる協力者を見つけることが重要でした」と語っています。

このプロジェクトに適していたのが、各所のBoys and Girls homeと呼ばれる少年や少女のため
の居住施設でした。どこも、違法な喫煙の減少を強く望んでいました21。さらにHPBは、Mendaki
およびSingapore Indian Development Association（SINDA）という教育の向上に取り組む2
団体とも、若年層の喫煙対策を目的とした協力関係を構築しました。しかしUtravathy氏によれば、
SINDAとMendakiにとってのインセンティブがBoys and Girls homeほど明確でなかったため、両
団体はBoys and Girls homeほど活動に積極的ではなく、協力体制を組むのが難しい面もあった
そうです。プロジェクトにはボランティアも参加していましたが、ボランティアは地域社会を反映し
た構成であることが必須なので、さまざまな人種や民族のバックグラウンドを持つ人を集め、研修
を行いました。そして週1回のプログラムを開催して若者に参加してもらいました。例えば、プログ
ラムのひとつ「フットサルクリニック」では、喫煙がフットサルの試合中のスタミナにどんな影響を
及ぼすかといったことを示しました。

6カ月後にHPBが調査したところ、調査対象のグループの喫煙率は40％から10％へと大幅に低
下していました22。Utravathy氏は、「若者に参加してもらうには、彼らの社会的ニーズ、例えばフッ
トサルのグループに所属していたいとか、かっこよく見られたいとか、そういったニーズに合わせる
ことが大切なのです」と語っています。

ケーススタディ：

各参加機関にどんなメリットがあるのか？
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PwC HRIが2019年2月に行った調査では、世界規模のバイオ医薬品企業の幹部の約半数
が、従来の薬価決定モデルをこのまま持続することは不可能だと答えています。また90％の幹部
が、今後次々にイノベーションが起きて新薬が登場すれば、医薬品の評価方法や支払いモデルを
抜本的に改革しない限り、医療制度の財政は苦しくなるだろうと述べています23。医薬品の価格
に対して政治家、政策決定者、消費者から厳しい目が向けられていることもあり、製薬会社やラ
イフサイエンス企業は価値ベースの薬価モデルを実験的に取り入れ、医薬品の臨床的アウトカム
や経済的メリットと価格を連動させることを試みています。ドイツの健康保険基金グループGWQ 
ServicePlusは3月、NovartisのCAR-T細胞療法Kymriahについて、アウトカムベースの契約を同
社と締結しました。Kymriahのコストは患者1人当たり32万ユーロ（36万米ドル）ですが、この契
約では患者の生存状況に関する目標と達成期限が決められており、未達の場合は上記のコストの
一部をGWQ ServicePlusに返金することになっています24。

このようなアウトカムベースの契約を締結すると、患者が処方どおりに正しく服薬できているかど
うかについて、製薬会社はこれまでより大きな利害関係を持つことになります。そのため、コスト
や健康リテラシーの不足などが服用を妨げている場合、それに対応するインセンティブが生じます。
また、栄養不良や運動不足が健康状態を悪化させていないか、それが原因で治療効果が損なわれ
ていないかについても確認する必要が出てきます。こうして製薬企業はさまざまな健康の社会的決
定要因に取り組むことになりますが、その先行事例として参考にできるもののひとつが、Pfizerの
Oncology Togetherというプログラムです。このプログラムは患者とケースワーカーをつなぎ、そこ
から精神的な支援や移動の補助、財政的問題の解決支援などにつながってもらう新しい試みです25。

健康の社会的決定要因は、製薬会社の

新しい薬価決定モデル戦略を後押しするか？
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ステップ2．指針として全参加機関が採用できる
フレームワークを作成する 
各参加機関が共通のフレームワークを採用することによって、
障壁を取り除き、協力体制を迅速に確立します。

連携体制が構築されたら、次は多様な参加機関の融合が課
題になります。それぞれが異なるミッション、インセンティブ、考
え方のもとに、別々のところで活動してきたわけですから、日常
的に発生する課題を解決していかなくてはなりません。2019年
にPwC HRIが実施したグローバル消費者調査で、回答者の約3
分の1が医療と社会福祉はさらなる連携強化が可能だと回答し
ているように、消費者はさまざまなケアがシームレスに統合され
ることを望んでいます。従ってステップ2では、共通の目的に向
かって効果的に協力するための指針となるフレームワークを構築
します。各参加機関の役割を明確に定め、共通の用語、目標、
価値を定義し、意思決定のしくみをはっきりと示したフレームワー
クを整備し、それをロードマップとして改革への取り組みを進め
ていくためです。

対策を成功させるには、全ての参加機関が共通の目的に合意
し、その達成に向けて努力しなければなりません。そのために
リーダーは、各機関に期待される責務を明確に示す必要があり
ます。また健康の社会的決定要因への介入をどう測定してどう
表現するかは組織によって異なる場合があるので、それを統一す
るために共通の言語を決めておくことも重要です。さらに各参加

機関がどんな方法で変革するのか、そして連携体制による取り
組みがそれぞれの機関にどんな利益をもたらすのかも明確に示
します。そうした体制作りの中で重要な役割を果たすのが信頼で
す。参加する政府機関や企業は目的を共有するのみならず、重
要なデータも共有したり、それぞれが莫大な資金を拠出したりし
ています。ときには過去の対立を克服しなければならないケー
スや、お互いの活動に対する誤解の解消が必要になるケースも
あるでしょう。

仮に、参加機関が全て政府関係であるなど同じセクターの組
織が集まった連携だったとしても、それまで使っていた手順や規
則が異なっている場合など、そのままでは協力が順調に進まな
いことがあります。そのため、2018年のカナダのメタンフェタミ
ン危機に対応したマニトバ州の例では、薬物使用の合法化や精
神医療への偏見解消に取り組むにあたり、一部の組織が重複し
て行っていた精神医療対策や依存症対策のシステムを一部改編
しました。そしてShared Health Manitobaという枠組みを作っ
て司法、社会福祉、教育、保健医療などを担当する当局の職
員が集まり、予防や検査の施策を積極的に進められるよう活動
を調整するとともに、必要な人が専門家のケアにつながる機会
を増やすよう対策を進めました26。

各参加機関の固有の能力を把握しておくことは、連携体制の
強化につながります。2012年に設立されたWestern Sydney 
Diabetesには、地域の医療従事者から食品の小売チェーンま
で、110を超える多様な企業や団体が参加しています。リー

ダー役を務める機関のひとつ、Diabetes NSWのCEO、Sturt 
Eastwood氏は「私たちは医療の専門家ではありませんし、健
康の専門家とも言えません。しかし政府のあらゆるレベルとつ
ながることができるのが、私たちです」と語ります27。Diabetes 
NSWは「地域がどのように建設されたか、どんな交通手段が使
えるか、どんな公園があるか、どこでどんな種類の食品が入手
できるかといった、政治的にセンシティブな問題」に対応できる
ため、「そうした政治的にセンシティブな役割を代表するという、
大きな役割を担っています。これは他のメンバーにはできません」

それぞれの取り組みには、参加機関をまとめるサポート役が
必要です。また定例会議を開催して参加機関が集まり、進捗を
確認することも欠かせません。議論だけにとどまらず、その先へ
進んで成功した取り組みを見ると、主要な幹部が後押しをし、ま
た会議やワーキンググループの日程が決まっていて担当機関がア
カウンタビリティを果たせるしくみになっています。
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Housing and Health in Wakefield（英国）

目標：住宅の活用によって健康アウトカムを改善する。

結果：症状が悪化してコストの高いケアに移行する患者が減
少した。

ここから得られる主な知見：患者の立場に立って、モチベー
ションや課題を理解するべきである。

Wakefield District Housing（WDH）は、英国ヨークシャー
に3万1,000戸を超える住宅を所有する不動産会社です。同社に
は「福祉コーディネーター」と呼ばれるスタッフがおり、住宅を
扱う最前線のスタッフやサービスプロバイダーと協力しながら入
居者の問題解決を図っています。2014年、同社はこの取り組み
をさらに拡大するため、ヨークシャーのウェイクフィールド地区
で健康の社会的決定要因の改善を目指すために結成された大規
模な連携体制、Connecting Careに参加しました28。協力を効
果的に進めていくために、参加機関全員の視点を理解し、共通
のフレームワークを構築し、データや手順を標準化することが必
要となりました。

ウェイクフィールド地区は住民の健康状態がよくない地域とし
て知られ、喫煙や飲酒に関連する疾病で入院する人の割合が高
く、成人の70％が過体重でした29。そうした中、英国では全身
の健康問題の軽減に、住宅が大きく貢献できるという認識が広
がっていました。King�s Fundの試算によると、住宅の室温を妥
当な水準まで上げると、National Health Service（NHS）の

支出が年間8億4,800万ポンド（10億3,000万米ドル）減少し30、
住宅内での転倒を減らすと、年間4億3,500万ポンド（5億3,100
万米ドル）減少することが明らかになっています。

Connecting CareにはWDHの他、地域の保健サービスを管
轄するNHS Wakefield Clinical Commissioning Group、地元
自治体、精神医療の専門家、病院、コミュニティ組織が参加し
ました。まずは共通目標への合意形成から始め、達成すべき6
つの原則を定義したビジョンステートメントに参加機関がそれぞ
れ署名しました。次にお互いの活動と目的を理解するための取
り組みを実施しました。例えば連携する他の組織にスタッフを派
遣して勤務させた例もあり、そこから生まれた「ハウジングコー
ディネーター」という新しいプロジェクトは、住宅に問題がある
ために救急搬送先から帰宅できない患者の支援につながりまし
た31。

WDHのCare and Health Manager、Darren Portman氏が
PwC HRIとのインタビューで語ったところによると、スタッフの
研修や能力開発を一元的に実施することによって、入居者訪問
の機会を最大限に活用することが可能になったそうです。訪問の
際、そのスタッフの従来の役割に加えて、同時に対応可能な他
の役割も合わせて担うことができないかを確認することで、訪問
業務が効率化されました。

またWDHのHealth, Housing and Transformation部門で
Associate Directorを務めるSarah Roxby氏は、PwC HRIとの
インタビューで、参加組織がお互いにエビデンスを共有すること
で、目的の達成が加速したと語っています。例えばWDHは、一
部の入居者が軽度の精神衛生上の問題を抱えているものの、危
機的状況に至っていないため支援の対象外とされていることを
把握しました。問題が軽度とは言え、家賃の支払い能力や近隣
住民との関係に影響が出ており、「この人たちは、ちょうど支援
の谷間に入ってしまった格好でした。そこでパートナーと協議を
開始し、この谷間を埋める必要があるので、皆さんが協力してく
れるならWDHも協力する、という話をしました」（Roxby氏）

WDHの試算では、家賃を滞納した入居者に対して法的措置
を講じた場合、1件につき6,000ポンド（7,327米ドル）の費用
がかかります。しかも一部のケースは法的措置によって状況が
悪化し、入居者がより高度な支援を受けるようになったり、危

機的状況に陥ったりします。そうなるとNHSの支出はさらに増加
します32。そこで協議の結果、WDHとNHS Wakefield Clinical 
Commissioning Groupは50％ずつ資金を出し合って「メンタ
ルヘルスナビゲーター」というプロジェクトを実施することに合
意しました。このプロジェクトは入居者が自宅に住み続けられる
よう、そしてより高度な精神医療を要する状況にならないよう、
支援するものです。Roxby氏によると、初年度の同プロジェクト
の評価では、精神衛生上の問題に起因する賃貸契約の解除件
数が13％減少したそうです。

データシステムの統合については、プロトコルの開発やデータ
保護、個人情報保護に加え、組織横断的な情報共有に伴うさ
まざまな障壁の解消が必要でしたが、2017年12月にPersonal 
Integrated Care（PIC）が稼働を開始し、複数の参加機関が
医療記録の電子データを共有できるようになりました33。

このように地域を挙げて健康の社会的決定要因と住宅の問
題に注力した結果、同地域の健康アウトカムは向上しました。
2014年度には、入居者の38％が老人ホームや養護施設への入
居のために賃貸契約を終了しましたが、2016年度にはこれが
14％に減少し、2017年度は0％になりました34。また2017年度
には入居者が転倒したという通報が1,733件ありましたが、その
うち救急搬送が必要なケースはわずか7％でした。これによって
NHSの支出が年間40万ポンド（48万8,436米ドル）以上減少し
たことになり、救急車や救急隊員の負担も軽減されました35。「当
社が普段どんなサービスを提供し、入居者の住まいを守るため
の課題をどうやって見つけているかを説明して初めて理解が得ら
れたものの、少なくとも最初の段階では、なぜ住宅が問題にな
るのか理解されていなかったかもしれません。しかし、私たちが
住まいを守る手伝いをしなければ、入居者の皆さんの先行きは
どうなるのでしょうか？　医療制度の支出を増やすという結末に
行きつくのではないでしょうか」（Roxby氏）

ケーススタディ：

健康改善のカギは

住宅にあり
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ステップ3．データから知見を抽出し、意思決
定に生かす
データ分析によって、計画の方向性が明らかになります。

どのプログラムに投資すれば健康アウトカムが劇的に改善す
るのか、それを見極めるのは非常に難解な作業のように思える
かもしれません。しかし予測分析を活用すれば、適切な対象を
特定し、効果の少ない介入に資金や時間を浪費することを避け
られることが分かってきました。

ニュージーランドは、「社会的投資」という手法を取り入れ
ています。どのような人々を対象に投資すれば、早期介入が効
果を発揮して総合的な幸福度を高め、生涯にわたってあまり社
会福祉制度の世話にならずに暮らして行けるようになるのかを
明らかにする手法です36。オーストラリアも同様に、Australian 
Priority Investment Approach to Welfareという手法を採用。
政府のデータをもとに保険数理分析を行って将来の生涯福祉に
必要な予測コストを算出し、人生のどの段階で政府が投資すれ
ば、国民の生活の質や雇用の可能性が向上し、同時に政府の
保健医療費が削減できるのかを推定しています37。

企業の中にも、データ戦略を活用して健康の社会的決定要
因に取り組み、健康改善に役立てているところがあります。化
学関連の多国籍企業BASFは従業員の健康状態が生産性に影
響すると考え、2008年、疫学的因子（年齢、性別、慢性疾患
のリスク要因、喫煙率など）をもとに2020年の社員の病気休
暇取得率を推定しました。その結果に予測分析の結果を加味し
て高リスク社員に向けた健康管理プログラムを実施。追加の健
康診断など予防対策を行って疾病や慢性疾患の予防に努めまし
た。BASF SEのVice President for Diagnostics and Health 

Promotion、Stefan Webendoerfer氏 がPwC HRIの インタ
ビューで語ったところによると、この分析を行って以来、「2008
年時点の試算よりも、病気休暇が減っています。早期に手を打
てば、長期の病気休暇も減らせることが分かりました」とのこと
です。

分析に必要なデータがそろわない場合は、従来とは異なる
タイプのデータを利用するという方法があります。例えば消費
者マーケティングデータ、ウェアラブルモニターからのデータ、
SNSからのデータ、運動や睡眠習慣、服薬アドヒアランスを調
査したデータなどです。各機関の情報を全参加機関で共有・利
用するためには、プラットフォームを統合することが必要になり
ます。ただしその場合は、サイバーセキュリティと患者の個人情
報保護への配慮が必要です。

これと並行して各参加機関は、電子カルテシステムを新たに
導入する際、あるいはデータシステムをアップグレードして収集
する情報の範囲を拡大する際などの機会を利用して、健康の社
会的決定要因に関するデータ収集能力を向上することが望まれ
ます。米国の総合医療サービス企業、CareMore Healthは、患
者の孤立度をより効果的に測定するため「ロンリネススケール」
を開発。電子カルテに組み入れて、医師、ソーシャルワーカー、
栄養士が共有できるようにしました38。

47%
の回答者（PwC HRIの2019
年グローバル消費者調査）
が、自身の病歴から将来ど
のような医療サービスが必
要になるかを予測し、知ら
せてくれる医療従事者はい
なかったと答えています。
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データの統合が終わると、健康に関わる未解決の課題に対応
するロードマップを描く段階に入ります。ここではロードマップの
カギとなる次のような疑問が問われることになるでしょう。対応
しようとしている地域社会はどれほど健康なのでしょうか？　将
来の健康を損なう要因のうち、今すぐ対応できるものは何でしょ
うか？　その答えの多くは、人々の行動の中にあります。

しかし、より健康な未来のために人々が実際に行動を変化さ
せるようにするには、どうすればいいのでしょうか。予測分析は、
個人の行動と集団の行動のどちらを検討するときにも有効です。
行動の変化について、個人の責任を一定程度感じている消費者
はたくさんいますが、PwC HRIが2019年に実施したグローバル
消費者調査では、47％の回答者が、自身の病歴から将来どのよ
うな医療サービスが必要になるかを予測し、知らせてくれる医療
従事者はいなかったと答えています。また行動を変化させたいと
積極的に考えているのに、慢性疾患を予防するためのツールや
情報がないと多くの人が答えています。そのため各機関は、誰
が情報を必要としているか、また、どのような介入が健康増進
に最も役立つかについても分析する必要があります。

個人のレベルでは、患者の循環器系、呼吸器系、消化器系、
内分泌系、腎臓系の各器官のデータがあれば、その人の生理的
なシステムや機能の複製をデジタルで作ることができるため、そ
れをもとに、その人の健康状態が将来どのように変化していくの
かを知ることが可能です。行動科学に基づくモデルを構築すれ
ば、環境、ライフスタイル、医療介入がそれぞれ変化した場合に、
その人がどう反応するかも予測することができます。また予測ア
ルゴリズムを活用すれば、どんな習慣（食生活、身体的活動、
睡眠、服薬アドヒアランス、医療サービスの利用など）が健康
に影響を及ぼすかも予測することができます。

この方法を集団全体で推定すると、さらに強力な知見を得る
ことができます。機械学習とシミュレーションモデルを活用して、
実在するコミュニティの実際の環境の中で介入を行った場合、地
域全体の人々の中に影響がどう広がっていくかを予測できるので
す。例えば地域住民の健康アウトカムの向上を目指してウォーキ
ングコースを設置したら、住民はどんな反応を示すのか、ある
いは栄養バランスのいい生鮮食品の入手経路が限られた地域に
食料品店を開店したら、住民の食習慣が変化して糖尿病の抑制
につながるのか、といった予測です。

こうした予測分析は、人々が1年後、10年後、さらには生涯
にわたってどのように反応するかを追跡するのに加え、投資の成
果を定量的に予測することも可能にします。投資しようとするソ
リューションが、ライドシェアのマッチングのような個人を対象と
するミクロなものであっても、あるいは公共交通機関の停留所
の増設を求める運動のように、地域全体を対象とするマクロな
ものであっても同様に予測可能で、関係機関は資金拠出を確約
する前に成果を知ることができるのです。このように投資から得
られるリターン、削減される医療費、健康寿命が延びる年数な
どを数値化することで、関係機関から継続的な投資を得ること
ができると考えられます。
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Visiting Nurse Association of Texas（VNA）の Meals 
on Wheelsプログラム（米国）

目標：地域の医療保険制度のコストとアウトカムにVNAがも
たらした影響を包括的に実証する。

結果：VNAは地域の保健医療費を年間1,040万米ドル（推計）
削減し、患者が危機的な外傷を負ったり入院したりする事例
が減少した。

ここから得られる主な知見：取り組みについて説明する際は、
データを活用すべきである。

Visiting Nurse Association of Texas（VNA）は、米国テキサ
ス州北部で高齢者の自立した生活を支えることを使命としており、
その活動の一環として毎週月曜日から金曜日まで、ダラスカウン
ティに住む高齢者に食事を届けるMeals on Wheelsというプログ
ラムを実施しています。対象者の数は4,000人と、米国のMeals 
on Wheelsの中でも有数の規模です39。全米を対象とした調査で
は、食事を受け取っている高齢者は、そうでない人に比べて健康
度が高いということが分かっています。それは食事が届くというだ
けが理由ではなく、受け取るときに人と会話を交わすことが、副
次的な効果を生んでいるからです。VNAの取り組みから高齢者が
食事以上のメリットを享受しているという情報は、スタッフの間で
はすでに話題になり、共有されていましたが、プログラムに反映
できる明確な形の知見としては確立されていませんでした。

そこで予測分析を行い、食事を届けている高齢者の性別、人
種や民族、収入、年齢のデータを入力し、同じ属性のバーチャ
ル集団を構成しました。さらに、慢性疾患が体の中でどう進行
するのか、またVNAが配っている食事が生活の質向上と慢性疾
患の抑制にどのように役立っているのかを示すため、別のツール
を使って彼らの体と同じ生理的特徴を持ったデジタルツインも作
りました。またMeals on Wheelsが、孤独、転倒率、栄養不良、
体重にどのような影響を及ぼすかを調べた全米調査の結果も反
映しました。こうして作成したシミュレーション上の集団を使って、
Meals on Wheelsに参加した場合と参加しなかった場合の違い
を推計しました。

その結果、参加した場合は糖尿病、認知症、高血圧、鬱血
性心不全など多くの慢性疾患の症状が減り、コストも低減するこ
とが証明されました40。しかも慢性疾患の減少にはドミノ効果が
あり、高血圧が減ったことでそれ以外の不調も減少していました。
以上のことから、Meals on Wheelsプログラムが、心臓発作な
ど緊急性が高く費用もかかる健康上の問題や、退院後の再入院
の減少に大きく貢献していることが明らかになりました。また在
宅介護や高度看護施設の利用も減少し、地域の医療費削減にも
つながっていました41。

シミュレーションの結果によると、高齢者がMeals on Wheels
の食事を受け取ることで、健康関連のコストが1人当たり2,218
米ドル節約できており、対象者全体では1,040万米ドルの削減に
つながっています。食事への投資に対するリターンすなわちROI

は48％です。また高齢者の側にとってもメリットは非常に大きく、
心臓発作は年間24件、鬱血性心不全による入院は12件、脳卒
中は12件減少するという分析結果が出ています43。

VNAのVice President of Developmentを 務 め るChris 
Culak氏は、この分析によってVNAの食事サービスが実際にど
んな成果を上げるかが明確に示されたため、活動についての説
明が可能になり、価値ベースのケアにつなげることもできるよう
になったと語っています。またVNAがコミュニティの健康増進に
どのように貢献しているのか、保健医療コストにどんな効果があ
るのかを問われたときに、回答しやすくなるというメリットもあり
ました。さらに、寄付の増額や連携医療機関の拡大に取り組ん
だときも、分析結果を示すことのメリットを実感したと言います。
Culak氏は「ひとりひとりに食事を届けることのメリットと、それ
によって孤独が避けられて慢性疾患患者の症状があらゆるレベ
ルで軽減できること」を明らかにできたことで「人々の目が開か
れた」と述べています。

ケーススタディ： 

データを活用して、見えない成果を可視化する
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ステップ4．地域コミュニティとの関わりを深め、
実情を反映する
健康の社会的決定要因に関するプログラムは、住民の生活や働
き方の実情を基盤として設計します。

参加機関の意志を統一し、効果的なフレームワークを設計し、デー
タの活用体制を整備することは、連携体制を構築するための必要条
件です。ここまでで必要条件は全て整いましたが、十分条件はまだ
満たされていません。健康の社会的決定要因への対策は、それが
どんな戦略であるにせよ、最終的にその成否を決めるのは、地域社
会の反応です。そのため介入に携わる人は、地域についての知識
を持ち、地域住民から信頼される人でなければなりません。インド
の山間部でも、カナダの都市部でも、人々の健康を損なう真の原因
を理解しているのは最前線で活動する医療関係者です。カナダのオ
ンタリオ州で地域医療のコーディネーターを務めるRaveen Kalra氏
は、患者（の健康不良に対応するためのニーズ）はいくつもの層が
重なったタマネギのようだと言います。それぞれの層で、異なるサー
ビスが必要なのです。Kalra氏は高齢の患者を、家事補助、入浴補
助、運動プログラム、認知症ケアその他のサービスにつないでいます。
PwC HRIとのインタビューの中でKalira氏は「私がもっと早い段階
で関わって予防策を講じることができていたら、または、この人が
もっと早く地域社会のリソースや医療サービスを知って活用できてい
れば、ここまで厳しい状況にはならず、現在の症状やアウトカムも違っ
ていただろうに、と思うケースが非常にたくさんあります」と語って
います。

各参加機関は、現場で働く人々のこうした意見を考慮する必要が
あります。また自らの機関が地域でどのように見られているか、尊
敬されているのか、それとも疑念を持たれているのかについても考
慮すべきです。制度や政策を立案する際も、文化の差だけでなく、
州や地域の間にあるリソースの地域格差についても十分な配慮が必
要です。同じ郡の中ですら、場所によって平均寿命が大きく異なるこ
とがあるからです。
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n 現在使用している　n 使用する計画がある

図表8：健康のためのテクノロジーの中で、消費者が最も頼りにしているのはスマートフォン

自分の健康管理のために、次のようなテクノロジーを現在使用していますか？　使用している場合、それはどのテクノロジーですか？
今後12カ月以内に、自分の健康管理のために次のようなテクノロジーの使用を開始する計画がありますか？　ある場合、それはどのテクノ
ロジーですか？

出典：PwC Health Research Instituteによるグローバル消費者調査（2019年6月）

スマートフォン アプリケーション ウェアラブル 
テクノロジー

オンラインチャット 動画テクノロジー 音声対応デバイス
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13% 11%

11%

11%14%14%19%20%

テクノロジーは、健康の社会的決定要因の対策を大きく進展
させる可能性があります。また遠隔地に住む人や、サービスが
届きにくい人に保健医療機関や政府が接触する際にもテクノロ
ジーが役立ちます。インドのスタートアップ企業Tricogは、人工
知能や同社のデバイスTricog ECGを通じて、治療へのアクセス
を向上させています。ECGは現場の医療従事者と専門家をネッ
トワークでつなぐもので、これによって心臓発作の診断が数分で
できるようになりました44。

ウェアラブルデバイスは患者のデータを医療チームにリアルタ
イムで送り、患者の体調を遠隔で管理できるようになります。そ
の一例がAbilify MyCiteです。Abilify MyCiteは経口摂取型のセ
ンサーで、患者が薬を服用したという情報を患者が身に付けた
ウェアラブルパッチに送信します45。しかしテクノロジーが有効に
機能するためには、使用が期待される地域住民がそのテクノロ
ジーを信頼して採用しなければなりません（Accredited Social 
Health Activistのケーススタディを参照）。PwC HRIの消費者
調査では、回答者の56％が自分自身の健康管理にスマートフォ
ンを使っているか、使う計画があると答えていますが、医療サー
ビスが必要な人が全て適切なテクノロジーにアクセスできるとは
限らず、また使いこなす知識があるとも限りません（図表8参照）。

関係機関の連携による取り組みでも、従来の提供方法や経路
にとらわれず、小売店、テクノロジープロバイダー、在宅介護ス
タッフ、教育者などにも目を向ける必要があります。住民が頻
繁に訪れる場所（例えばリテールクリニック、食料品店、コミュ
ニティセンターなど）を活用して接点を増やせば、取り組みが成
功する可能性が高まります。

22  |  健康の社会的決定要因への対策が急務



米国テキサス州リオグランデバレーのある地域は「ダイアベー
トヴィル（糖尿病村）」と呼ばれ、正式な診断が下されていな
い人も含めると、住民のなんと3分の2が糖尿病に罹患していま
した。この地域では、どの町にも初期診療を行う地元の診療所
がないことが悩みでした46。そこでテキサス大学など複数の機関
が問題解決を目指して連携体制を構築し、小売店の店頭で血糖
値や血圧を測定するなど、多くの住民が立ち寄る場所で検診や
予防プログラムを実施しました47。また地域の医療従事者が家
庭訪問も行いました。こうした取り組みによって、それまで慢性
疾患のリスクを自覚していなかった地域住民の健康リテラシーが
向上し、糖尿病患者の糖化ヘモグロビン値（HbAlc）が低下し、
救急や入院の頻回利用者が減少しました48。

Accredited Social Health Activist (ASHA) ワーカー（インド）

目標：産婦と新生児の死亡率を下げる。

結果：母子ともに死亡者数が大幅に減少した。

ここから得られる主な知見：健康に影響を及ぼす社会的要因・経済的要因の対策は、テクノロジーによって増強できる。

地域の女性が住民の健康増進のために働くAccredited Social Health Activist（ASHA）ワーカーというプログラム
がインドで始まって10年以上になりますが、この女性たちは今も農村部・都市部を問わず、初期レベルの診療に重要な
役割を果たしています。彼女たちは地域に深く根を下ろし、患者ひとりひとりの固有のニーズを熟知しています。インドの
National Health AuthorityでDeputy General Managerを務めるRimy Khurana氏は「ASHAはその地域の住民の中か
ら選ばれた人たちです」と述べています。

このASHAワーカーの活動拡大に向けて、スタートアップ企業と政治家がテクノロジーと遠隔治療の可能性に着目しま
した。タブレット端末とモバイルアプリケーションを政府からASHAワーカーに支給し、これを活用して妊婦とその家族に
栄養、衛生、予防接種などに関する指導を行います49。そうした取り組みのひとつ、ReMiND（Reducing Maternal and 
Neonatal Deaths：産婦と新生児の死亡数減少）では、ASHAワーカーがモバイルアプリケーションを使って地域住民の
健康指導をしたり、ケアを提供したりしています。ある調査によると、ReMiNDの普及により、ウッタルプラデーシュ州で
は2011年から2020年の産婦の死亡が312人減少、新生児の死亡が149,468人減少すると見込まれています50。

ASHAワーカーは、地域の全家庭を訪問して女性や子どもの健康状態を測定します。彼女たちのタブレットには村の全
ての医療情報が入っており、他のどこよりも多くの情報が集まっています。また、Khurana氏は次のようにも語っています。「イ
ンドでは、どの文化圏にもそれぞれ偏った考え方がありますが、ASHAワーカーは地元の地域から選出され、地元の言い
伝えや信仰をよく知っているので、どうすればそれを克服できるかも分かります。文化的障壁を乗り越え、地元の人々の言
葉を理解できるのが、彼女たちなのです」

甲状腺腫が多かったある地域では、ヨード無添加塩など地域の食品が根本的原因であることを、ASHAワーカーがつき
とめました。彼女はこの問題を解決するため、地域の文化的特性を生かした接点で住民と接触し、地域独自の表現を使い、
地域で手に入るものを生かして食生活を変える方法を示しました。

ASHAプログラムによって全インドでは、新生児の死亡率が2005年には生児出生1000人当たり58人だったものが2012
年には30人と、50％近く低下しました。また産婦の死亡も2001年の10万人当たり301人から2012年には100人にまで減
少しました51。

ケーススタディ：

コミュニティの健康増進支援員がテクノロジーを

活用し、活動の効果を増大
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ステップ5．成果を測定し、再展開する
健康の社会的決定要因対策を進める際は、エビデンスをもとに緻密な調整を行うとともに、
参加機関のアカウンタビリティを確保する必要があります。

食品砂漠に住む人が栄養バランスのいい食事をとれるようにするために何をすべきか、あるいは
どうすればティーンエイジャーがゲームコントローラーを置いて外へ出るのか、また、どうすれば働
き盛りの中年がパソコンを閉じてベッドに向かうのか、その謎を解くのは簡単ではありません。健
康の社会的決定要因対策を成功させるには、これまでの経験、データ、知見を集めてフィードバッ
クし、改善を続けることが必要です。フィードバックを反映して戦略を改善し、また参加機関に対し
ては、どんな能力を構築し、どのプロセスを強化すれば、より効果的に社会的決定要因対策を進
められるのかを示します。

PwC HRIは、さまざまなタイプの組織が世界各地で実施した事例20件以上についてメタ分析を
実施し、健康の社会的決定要因対策の進捗に関する報告の中で、多く使用されている指標を分析
しました。その結果、使用頻度の多い指標は、その対象によって財務的指標と生物学的指標の2
群に分類できることが分かりました（図表9参照）。

対策プロジェクトの評価にあたっては、介入の種類、費用、規模によって財務的指標と生物学
的指標を組み合わせることが必要です。PwCが行った米国のある総合医療機関のケーススタディ
分析では、（1）食品砂漠に食料品店を設置する、（2）所得と保険を増やすという異なるふたつの
介入について、財務的指標と生物学的指標として、ROIと社会的インパクトを測定しました。なお
当該医療機関は、この2種類の介入について健康寿命の延伸年数と医療費削減効果を測定してお
り、その結果、雇用とそれに伴う活動増進の方が、食料品店の設置よりも社会的インパクトが大き
いと結論付けています。

健康の社会的決定要因のためのプログラムに企業が参加することのメリットは、表面に表れない
ことも多いですが、ROIなどの指標を測定することで、企業の参加が地域社会に利益をもたらすこ
とを明確に表せます。企業は通常、自社の事業能力の不足を調べるために指標を使いますが、同
時に、指標を活用してアカウンタビリティを確立することも必要です。説明すべき具体的な内容とし
ては、自社幹部に何が期待されているか、連携に参加する他組織のニーズに確実に対応できてい
るか、契約を締結する際に社会的決定要因を考慮したか、などが考えられます。

図表9：財務的指標と生物学的指標の概要（例）

財務的指標

•  医療費削減 ― さまざまな医療事象に関
する個人のコスト削減分

•  費用便益分析 ― 健康関連の介入ま
たは活動ごとの費用と便益を特定・
分析し、総合的な価値を算出。その
介入によって得られる直接便益と間接
的便益の両方を分析すること。

•  投資収益率 ― 健康関連の介入のコス
トに対するリターンの比率。

•  社会的投資収益率 ― 社会的影響の
ある介入の評価（社会的要因、経済
的要因、環境的要因など）

•  健康状態ごとのコスト ― それぞれの
健康状態に関する直接費用と間接費
用

•	 �個人の健康指標（HbA1c値、コレス
テロール値、BMI値など）― 人体の
機能と効率性に関するさまざまな指標

•  集団の健康指標（障害調整生命年、
健康寿命、平均寿命、死亡率など）―
個人より上のレベルで集計し、分析し
た人体の指標

生物学的指標

出典：世界のケーススタディをもとに、PwC Health Research Instituteが分析
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Western Sydney Diabetes（オーストラリア）

目標：ウェスタンシドニー地域に多い糖尿病と前糖尿病を減らす。

結果：検診が増え、新しい治療手順が構築された。

ここから得られる主な知見：実績を測定し、今後の改善に率
直に反映するべきである。

ウェスタンシドニー地区は、住民が2型糖尿病を罹患する確率
が東部郊外に比べて1.5倍高く、住民の半数以上が過体重です。
これに対して2012年、一部の医療専門家から対策を求める声
が上がりました52。Blacktown病院とMount Druitt病院で検査
を行ったところ、住民の17％が糖尿病、30％が前糖尿病である
ことが判明しました53。

その対策としてウェスタンシドニー地区の当局、一次医療者
のネットワーク、Diabetes New South Walesなどが連携して
Western Sydney Diabetesがスタート。その後大きく拡大し、
2018年現在は113団体が参加しています54。これまでの進捗を
検証すると、成果の測定や計画の調整の重要性が分かります（図
表10参照）。

健康格差の原因が社会的決定要因にあることは明らかです。
ウェスタンシドニー地区では、推奨される量の野菜を食べてい
る人は7.1％しかおらず、またオーストラリアの全国水準に比べ
て所得が低く、自動車への依存度が高く、運動量が少なく、健

康な食品が手に入りにくい傾向があります55。それらを踏まえ、
Western Sydney Diabetesのもとで行動の枠組みが決定されま
した。枠組みには、健康な食品が手に入るよう供給体制を改善
する、住民の運動量を増やす、健康的な社会的環境を改善する
といった一次予防策、また糖尿病の早期発見、一般医の糖尿病
管理能力の構築、糖尿病患者の自己管理の改善といった二次予
防策が盛り込まれました。また投資を呼び込み、広く社会でも
推進運動が展開されることを目指して、データのモニタリングも
実施しました56。

Western Sydney Diabetesでは測定可能な目標を設定して
います。5年以内を期限として、ウェスタンシドニー地区に住む
成人の平均体重を2キログラム（4.4ポンド）減らす、HbAlc値
を7％未満にする、糖尿病の罹患率をニューサウスウェールズ州
の平均未満にするといった目標です57。また糖尿病関連の指標
を定めてどの介入が有効だったかを評価する他、負担や費用の
動向追跡も行っています58。

データは、初期段階では投資計画や戦略の概要決定に役立てら
れ、保健医療制度の支出をどの程度減らせるか、詳細な予測が行
われます。連携が成功するかどうかのカギは、参加機関の決意と
意思統一にあります。Western Sydney Primary Health Network
のBrendan Peek氏59は、次のように語っています。「オーストラリ
アの保健医療セクターは、特段、連携が容易なしくみになってい
るわけではありません。機関によって資金調達の方法も異なります
し、クライアントケア、患者ケアにも違いがあります。そうした多
様な組織をひとつにまとめるのが、私たちの役割です」60

取り組みの進捗については、毎年末に評価を行い、翌年の計
画を示すことで、対策が最も大きく進展したのはどこか、さらな
る前進が必要なのはどこかを継続的に反映しています。評価の
際には、各機関が投資したり活動に参加したりしたものの、想
定したような成果が得られなかった点、あるいは新たな取り組
みを導入すべきときがきている点などについて、率直に評価しま
す。例えばWestern Sydney Diabetesは現在、特定の地区に
特化した取り組みを進めていますが、これによって健康の社会的
決定要因の影響について、狭い区域ごとにエビデンスを示すこと
ができるようになるでしょう。

ケーススタディ：

データをプログラムの設計に生かす
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図表10：Western Sydney diabetesの成果（報告年ごとの概要）

2016年 2017年 2018年

成果の比較

その他の成果

• 50機関が参加

•  患者11,051人にHbA1c 
検査を実施

•  患者900人について合
同ケースカンファレンス
を実施。一般医145人
が参加

•  糖尿病が保健医療シス
テムに及ぼす真の脅威
が明らかになった。

•  合併症について、これ
までより優れた検査体
制を確立した。

•  糖尿病患者の健康状態
を良好に維持すること
の便益と費用の比率は、
7年の時間枠で見ると3：
1

• 70以上の機関が参加

•  患者35,000人にHbA1c
検査を実施した後、フォ
ローアップを行う看護師
を任命

•  合同ケースカンファレンス
の患者が500人、一般医
が42人増加

•  投資機会の費用対効果
が明確になった。

•  住みやすい町にするため
の都市計画を推進する
ため、啓発活動を実施

•  ブラックタウン地区を重
点地区として低コストの
対策を開始。狭い区域
に特化した取り組みの
効果を実証

•  113機関

•  患者70,000人にHbA1c
検査を実施

•  合同ケースカンファレン
スに新たに60人の一般
医が参加

•  指標の整備とデータの
向上に向け、Australian 
Digital Health Agency
との連携を開始した。

•  自己管理用のアプリケー
ションを開発

•  場所に特化した取り組み
を、新たに2カ所で開始

出典：Western Sydney Diabetesのアニュアルレポートをもとに、PwC Health Research Instituteが分析

60%
合同ケースカンファレンス
に参加する一般医が増加
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健康の社会的決定要因に取り組むためとはいえ、世界の医療システムを大転換
させることは、想像しただけでも途方もない取り組みのように思えます。しかしここ
で示した5ステップを活用すれば、健康関連機関は今すぐ行動を開始することができ
ます。これまでのコンフォートゾーンから抜け出して取り組みを拡大させる必要があ
ります。社会的決定要因対策を通じた人々への健康増進の機会は膨大です。世界
各地の取り組みから集めたベストプラクティスが、対策を順調に進めるための参考
になるでしょう。

行動が求められている
健康の社会的決定要因対策を効果的に進めるための推奨事項
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健康の社会的決定要因対策に向けて、今すぐ行動を開始し、
包括的なアプローチを開発するには、次のようなことが推奨さ
れます。

•  仕切り役として健康の社会的決定要因対策全体を取りまとめ
る機関を決定します。仕切り役は、参加する各機関の間の
ギャップを橋渡しする役割を果たします。政府機関、コミュニ
ティ組織、保健医療機関などが考えられますが、どこが担う
にせよ、参加機関のリスク負担とアウトカム便益の分担のしく
みが順調に構築できるよう支援するとともに、短期目標、長
期目標を全ての参加機関に徹底することが必要です。

 –   地域コミュニティ、民間セクター、政府機関の中から、
仕切り役にふさわしい信頼できる機関を探します。

 –   健康アウトカムに関連するリスクを負っていると考えら
れる機関や企業に、健康の社会的決定要因対策プロ
ジェクトへの投資を呼びかけます。運営資金の大部分
が民間資金である医療機関や製薬会社、医療サービス
提供者などは、投資してくれる可能性が高いと考えら
れます。

 –   投資金額の大小や、対策プロジェクトから得られるメ
リットの大小にかかわらず、全ての参加機関に対し、イ
ンセンティブを明確に示します。

•  早い段階でプロジェクトの内容を明確にし、不明点をなくして
おきます。複数の機関が参加しますので、全機関が共有する
目的のもと、指針となるフレームワークを共通の表現を使っ
て作成し、その中でそれぞれの役割と責任を明確化し、合意
に基づいて具体的な目標を定めます。フレームワーク構築後
は定期的に対面またはバーチャルの会合を開き、各機関がア
カウンタビリティを果たすとともに、お互いの活動について意
見を出し合います。

 

 –   全ての機関が参加してフレームワークを作成します。あ
らゆるレベルの参加機関の視点を考慮します。

 –   フレームワーク作成にあたっては、担当者が自身の所
属機関に閉じこもらないよう配慮します。プロジェクト
を迅速に開始したい場合は、集合して話し合う場を組
織外に設けることを検討するといいでしょう。

 –   フレームワークは定期的に見直し、取り組みごとの成
否を評価します。

 –   取り組みは全てを一度に実施するのではなく、優先順
位をつけて実行します。

•  テクノロジーを採用して現場の活動を支援すると、進展が加
速します。プラットフォームを統合したり、機械学習やシミュ
レーションモデルといった分析技術を導入したりすると、デー
タの収集や解析が非常に高度化し、取り組みの推進に有益
な知見を得られます。しかしテクノロジーだけで、個人や集
団の変化を起こすことはできません。他の参加機関の協力、
地域の健康増進支援員や現場スタッフの活動もまた、進捗を
加速させる推進要因であり、プロジェクト全体にとって不可欠
なものです。

 –   対策の対象とすべき集団を的確に特定するために、消
費者データや消費者セグメンテーションを活用します。

 –   分析技術やそれを使える人材を組織内で調達できない
場合は、外部組織との連携によって、信頼性の高い分
析能力を迅速に構築できないかを検討しましょう。

•  「地域社会の代弁者」を見つけ出し、彼らの力を生かして変
化を起こしましょう。健康の社会的決定要因の取り組みの内
容によっては、新しいタイプのステークホルダーや、これまで
接点がなかった人々が、実は強い影響力を持っていることも
あります。そうした人々の力の重要性を認識することが大切で
す。他業種の参加機関、患者支援団体、地元コミュニティの
役員なども候補者です。また、ソーシャルメディアも有効活用
しましょう。対象となるコミュニティを理解したり、例えば高
血圧や糖尿病を避けるためのツールや情報など、対象者に必
要なメッセージを届けたりするのに便利です。

 –   コミュニティの実態を踏まえた介入計画を策定します。
例えば、コミュニティの対象者の多くがスマートフォン
を好んでいるなら、スマートフォンを通じた介入を行い
ます。

 –   地域社会の声を聞く場を設け、住民のニーズや要望を
深く理解します。

•  今ある予算で活動を開始します。サプライチェーンを構築した
り、健康の社会的決定要因を考慮した戦略を立てたりするな
どして、現行の支出を最大限生かす方法を考えます。戦略の
一例には、健康の社会的決定要因対策の一環として、地域
の雇用推進に投資し、健康アウトカムを向上させる施策など
が考えられます。

 –   コスト削減の機会をリストアップし、各項目について健
康の社会的決定要因対策との整合性を検討します。

 –   スタッフに研修を行い、多様な部門、多様な組織で活
用できるスキル（アナリティクスなど）を習得させます。
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危機意識を持つ
健康の社会的決定要因対策に向けて、保健医療セクターのさまざまな機関が協
力する方法を検討していると、ある不愉快な真実に突き当たります。疾病の治療の
あり方を変える可能性を持ったイノベーションが、驚くべき速さで次々に生まれて
います。今は革新的とされる治療、手順、処置、医薬品などはいずれ一般的なも
のとなり、人々が簡単に利用できるようになるでしょう。しかし治療法だけが進化
しても、それで人々の健康増進が保証されるわけではありません。それどころか健
康の悪化を食い止めることすら難しいかもしれません。現在の保健医療システムは、
社会の健康を真に達成できるしくみになっていないという、不愉快な真実があるか
らです。保険医療機関や政府が、もっと社会的決定要因を考慮しなければ、医学
の進歩がもたらす膨大な可能性を十分に実現することはできないでしょう。保険医
療に関わる全ての機関や企業がどのように協力すれば、疾病を治療するだけでは
なく、その根本原因を解決することができるのか、今こそ改めて考えるべきときです。
大胆な行動が求められています。
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